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１ Legge 11 novembre 2011，n．180．Norme per la tutela della liberta' d'impresa. Statu-
























































企業憲章 Statuto delle impreseの憲章 statuto7 は，日本語では，憲法，憲
章と訳すことが多い。前者の例は，アルベルト憲法 Statuto Albertino 18488，
後者の例では，労働者の権利憲章 Statuto dei dirtti dei lavoratori 1970．
７ イタリア法における Statutoの意味について，Michele Ainis (a cura di)，Dizionario
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２．ミクロ・小・中企業保護庁
ミクロ・小・中企業保護庁（Garante per le micro, piccole e medie im-
prese，略称 Grante MicroPMI又は Garante MPMI）は，イタリアで初めて
設置された小企業政策のための独立の部門である。名称の Garanteは，合
議制の独立行政機関（le autorita' indipendenti）の名称に使用されることが

















garante della concorrenza e del mercato (競争・市場保護委員会，法律1990年第287号)，
l'Autorita' per le garanzie nelle comunicazioni (コミュニケーション保護委員会，法律
1997年７月31日第249号）等。Fabio Merusi e Michele Passaro, Le autorita' indipendenti,
il Mulino, Bologna 2003.























19 Garante per le micro, piccole e medie imprese, Relazione al Presidente del Consiglio，
2013.
20 Garante per le micro, piccole e medie imprese, Relazione al Presidente del Consiglio,
Roma，6 febbraio 2014.




S B Aの 原 則 27カ国 フランス ドイツ イタリア 連合王国
企 業 家 性 1.5 -0.6 -0.3 1.9 -0.5
第２のチャンス 1 -1.6 -0.3 1.6 -0.2
小企業第一原則
による規則の制定 0.1 1.6 1.8 -0.4 1.6
適合した行政 1.9 0.5 0.9 0.2 -0.6
官公需と国の支援 -0.9 1.2 -4 -7.5 4
金 融 0.2 -2.2 -0.5 -4.9 -3
市 場 統 合 1.1 8.1 1.7 14.3 0.6
技 術 革 新 -1 -2.1 0.9 -0.8 -0.6
国 際 化 0.7 -0.7 0.5 1.1 1.4








































































































































































































































































































































































26 Consorzio Obbligatorio per l'efficientamento dei processi produttivi nel Settore dei
Laterizi (COSL)
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政の負担を伴わないものとする。
第四章 ミクロ・小・中企業のための年次法
第18条 （ミクロ・小・中企業のための年次法）
① 欧州委員会勧告 COM（2008）394，2008年６月25日，を実現するため，
毎年６月30日までに，政府は，経済発展大臣の提案により，立法政令1997年
８月28日第281号第８条及びその修正に定める統一会議の意見を聴いて，両
院に，ミクロ・小・中企業の保護及び発展のための次年度の政策を定める年
次法案を上程する。
② 第１項の法案は，以下の異なる部分からなる。ａ）即時に適用する規定，
ミクロ・小・中企業の発展を支援し，発展を妨げる障害を除去し，環境的義
務を減少させ，ミクロ・小・中企業が行政に対して直面する現行の制裁的手
続に関する行政的簡素化の手段を導入する，ｂ）１項の目的のため法律の発
効から120日以内に，立法政令の施行について政府に対する１人あるいはそ
れ以上の代表，ｃ）１項の目的のために，規則，省令及びその他決定の適用
の監督，ｄ）修正又は廃止法の明確な指示による現行法に含まれる規定の補
完，修正。
③ 第１項の法案，現行規定に定める報告は，以下のことの証明と関連する。
ａ）第１項の欧州委員会の声明に含まれる諸原理及び目的に照らしての制度
の適合性，ｂ）市民，企業及び行政に対する影響を示すことによるミクロ・
小・中企業の保護と発展のための先行の年次法に定める助成の実現状態，ｃ）
ミクロ・小・中企業の経済及び発展政策の影響の予防的分析及び事後の評
価，ｄ）過小開発地域の公正な発展を保障する目的でミクロ・小・中企業の
競争力及び発展を支援するために採用された特別な手段。
④ 第１項の目的のために，経済発展大臣は，第17条５項に定める業種別組
合の常設諮問機関の会議を招集し，所見と提案を得る。
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第五章 州及び地方自治体の権限
第19条 （国，州，地方自治体の関係）
① 各州は，企業の管理の実施に関する法的権限の行使の調整をはかり，全
国における企業活動の展開と関係する自由化の最小限の水準を遂行し，事前
の良好な実践の特定及び州及び地方自治体が採用した試験的企画の検証のた
め，国，州，トレント及びボルツァーノ自治県の常設会議における合意及び
協定の約定を促進する。
第六章 最終規定
第20条 （財源）
① この法律の施行に関係する行政は，現行法で可能な人的構造的財源を充
て，公的資金の新規又は過大な負担をしないこととする。
第21条 （施行）
① この法律は，官報による公布の翌日から施行する。
2011年11月11日，ローマ
ナポリターノ
総理大臣，ベルルスコーニ
司法大臣，パルマ
